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超
大
企
業
へ
の
不
公
平
な
優
遇
税
制
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

一 
企
業
の
内
部
留
保
は
直
近
で
六
三
七
・
五
兆
円
で
、
数
十
兆
円
レ
ベ
ル
で
増
加
し
て
い
る
。
こ
の
現
状
を
政
府
と
し
て
ど

う
分
析
し
て
い
る
か
。 

二 

資
本
金
一
〇
億
円
以
上
の
企
業
（
対
一
九
九
七
年
比
）
を
み
る
と
、
株
主
配
当
金
は
九
・
七
倍
、
経
常
利
益
は
六
倍
、
内

部
留
保
は
四
倍
、
役
員
給
与
一
・
六
倍
で
あ
る
。
一
方
、
従
業
員
給
与
は
横
ば
い
、
設
備
投
資
〇
・
九
倍
と
な
っ
て
い
る
。

こ
こ
ま
で
来
る
と
、
日
本
の
経
営
者
側
に
問
題
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。 

三 

二
に
関
連
し
て
、
経
営
者
が
従
業
員
給
与
も
上
げ
な
い
、
設
備
投
資
も
し
な
い
の
は
、
法
人
税
の
減
税
を
続
け
て
き
た
結

果
で
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
企
業
に
と
っ
て
は
コ
ス
ト
と
な
る
給
与
や
設
備
投
資
を
抑
え
て
、
そ
の
分
、
利
益
を
出
し
て

も
、
こ
の
程
度
の
税
率
な
ら
税
金
を
納
め
た
方
が
良
い
と
の
判
断
で
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。 

四 

三
に
関
連
し
て
、
法
人
税
を
増
税
す
る
と
賃
上
げ
の
足
を
引
っ
ぱ
る
と
の
論
が
あ
る
が
、
政
府
の
見
解
如
何
。
む
し
ろ
、

法
人
税
が
増
税
さ
れ
る
と
、
利
益
を
税
金
で
取
ら
れ
る
よ
り
も
、
自
社
の
た
め
に
、
従
業
員
の
賃
上
げ
を
し
た
り
、
会
社
の

将
来
の
発
展
の
た
め
の
設
備
投
資
を
し
よ
う
と
な
る
の
で
は
な
い
か
。
ま
た
は
、
少
な
く
と
も
、
法
人
税
の
増
税
と
賃
上
げ

と
の
相
関
関
係
は
中
立
で
は
な
い
か
。 



 

２ 

 

五 

財
務
省
資
料
に
よ
れ
ば
、
担
税
能
力
の
一
番
高
い
超
大
企
業
（
資
本
金
一
〇
〇
億
円
以
上
）
が
、
各
種
減
税
措
置
（
租
税

特
別
措
置
）
の
適
用
に
よ
り
、
実
際
上
、
一
番
、
法
人
税
を
負
担
し
て
い
な
い
。
中
小
企
業
（
同
一
〇
〇
〇
万
円
以
下
）
よ

り
も
負
担
し
て
い
な
い
の
は
、
税
の
基
本
原
則
（
担
税
能
力
の
高
い
者
ほ
ど
相
応
の
税
負
担
）
に
違
背
し
、
国
民
感
情
か
ら

言
っ
て
も
理
解
で
き
な
い
し
、
不
公
平
の
極
致
だ
と
考
え
る
が
如
何
。 

 
 

（
参
考
） 

 
 

（
実
際
の
法
人
税
負
担
率
（
国
税
二
三
・
二
％
／
財
務
省
／
二
〇
二
三
年
度
。
）
） 

 
 

・
超
大
企
業
（
資
本
金
一
〇
〇
億
円
以
上
）
一
一
・
九
％
。 

 
 

・
中
堅
企
業
（
同
一
億
～
一
〇
億
円
）
一
八
・
〇
％
。 

 
 

・
中
小
企
業
（
同
一
〇
〇
〇
万
円
以
下
）
一
四
・
六
％
。 

六 

五
の
不
公
平
な
法
人
課
税
を
是
正
す
る
た
め
、
法
人
税
に
所
得
税
と
同
じ
よ
う
に
、
累
進
税
率
を
導
入
す
べ
き
で
は
な
い

か
。
他
国
を
み
る
と
、
韓
国
や
第
一
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
以
前
の
米
国
、
そ
し
て
、
ス
ナ
ク
政
権
下
で
導
入
さ
れ
た
例
が
あ

る
。 

 
 

（
参
考
） 



 

３ 

 

 
 

・
韓
国
＝
九
・
九
％
、
二
〇
・
九
％
、
二
三
・
一
％
、
二
六
・
四
％
の
累
進
税
率
。 

 
 

・
米
国
＝
ト
ラ
ン
プ
政
権
以
前
は
一
五
％
、
二
五
％
、
三
四
％
、
三
五
％
等
の
累
進
税
率
。 

 
 

・
英
国
＝
利
益
額
に
応
じ
て
一
九
～
二
五
％
ま
で
の
税
率
。 

七 

法
人
税
の
増
税
の
議
論
を
提
起
す
る
と
、
日
本
で
は
途
端
に
「
ア
ン
チ
ビ
ジ
ネ
ス
批
判
」
が
起
こ
る
。
し
か
し
、
国
際
的

に
は
法
人
税
下
げ
競
争
は
と
っ
く
に
終
わ
り
、
む
し
ろ
法
人
増
税
の
流
れ
で
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
「
防
衛
増
税
」
の
一
環
と
し

て
の
法
人
税
増
税
も
含
め
、
基
本
的
に
今
後
は
、
法
人
税
の
減
税
で
は
な
く
、
担
税
能
力
に
応
じ
た
応
分
の
負
担
増
を
求
め

る
法
人
税
改
革
に
取
り
組
む
べ
き
で
は
な
い
か
。 

 
 

（
参
考
） 

 
 

（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
課
税
の
導
入
。 

 
 

（
英
国
）
コ
ロ
ナ
後
の
借
金
の
制
御
に
大
企
業
に
貢
献
を
。
半
世
紀
振
り
に
増
税
。 

 
 

（
米
国
）
大
企
業
へ
の
ミ
ニ
マ
ム
課
税
一
五
％
に
。 

 

右
質
問
す
る
。 


